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（３）原価算定期間終了後の小売電気料金の事後評価
家庭など規制部門に適用される電気料金について

は、原価計算期間終了後に小売電気料金の原価の洗
い替えを行わない場合において、引き続き当該料金
原価を採用する妥当性については、従来、経済産業
省で評価を実施するとともに、経済産業省及び一般
電気事業者各社において、以下のような情報公開の
取組を実施しています。

1．�経済産業省において、原価算定期間終了後に
毎年度事後評価を行い、利益率が必要以上に
高いものとなっていないかなどを確認し、そ
の結果を公表する（必要に応じて料金値下げ
に係る変更認可申請命令の発動の要否を検討
する）。

2．�一般電気事業者各社において、規制部門と全
社計に区分した人件費等の実績値の比較結果
をホームページで公表する。

また、東京電力については、2012年の料金値上
げ時に、継続的に監視していくこととされており、
震災後行われた値上げに係る初めての原価算定期間
終了後の事後評価であることから、消費者基本計画
の工程表においても2015年度に事後評価を行う旨
が記載されています。

これを踏まえ、原価算定期間が終了している一般
電気事業者4社（東京電力、北陸電力、中国電力、沖
縄電力）について、電力取引監視等委員会の下に設

置した電気料金審査専門会合（座長：安念潤司　中
央大学法科大学院教授）において、料金適正化の観
点から、電力会社ごとに原価算定期間終了後の小売
電気料金の事後評価を実施しました。

＜事後評価のポイント＞
A 東京電力、北陸電力、中国電力、沖縄電力

原価算定期間終了後の事後評価において、電気事
業法第23条第１項・電気事業法に基づく経済産業
大臣の処分に係る審査基準等第2（20）④に基づく
値下げ認可申請の必要が無いか。

①電気事業利益率による基準
②規制部門の累積超過利潤による基準又は自由化

部門の収支による基準

B 東電力の事後評価に関する追加手続
①料金原価と実績費用の比較

個別費目について、料金原価を合理的な理由無
く上回る実績となっていないか。なお、実績が
料金原価を上回っている費目は以下の通り。

▶人件費
▶燃料費
▶購入電力料
▶原子力バックエンド費用

②規制部門と自由化部門の利益率の比較
規制部門と自由化部門の利益率に大きな乖離は

【第361-5-8】電源構成変分認可制度における費用の配賦・レートメークの概要

＜供給計画＞
電力需要予測と供給力の１０年
計画を毎年度策定。燃料費や購
入電力料等の算定基礎。

＜工事計画＞
今後の発電設備や送電線、変電
所等の建設計画。減価償却費や
事業報酬等の算定基礎。

＜資金計画＞
工事計画遂行のために必要な資
金調達計画。法人税や財務費用
等の算定基礎。

＜業務計画＞
人員計画や業務機械化計画、研
究計画等が含まれる。人件費や
その他の費用等の基礎。

＜経営効率化計画＞
料金改定時には、料金改定の理
由、根拠等を明らかにする。

＜前提計画＞＜前提計画＞＜前提計画＞＜前提計画＞
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＜費用の配賦、レートメーク＞＜費用の配賦、レートメーク＞＜費用の配賦、レートメーク＞＜費用の配賦、レートメーク＞

【【【【営業費営業費営業費営業費】】】】

○燃料費○燃料費○燃料費○燃料費

○バックエンド費用○バックエンド費用○バックエンド費用○バックエンド費用

・使用済燃料再処理等・使用済燃料再処理等・使用済燃料再処理等・使用済燃料再処理等
発電費発電費発電費発電費

・特定放射性廃棄物処・特定放射性廃棄物処・特定放射性廃棄物処・特定放射性廃棄物処
分費分費分費分費

○○○○購入購入購入購入電力料電力料電力料電力料等等等等

・地帯間購入電源費・地帯間購入電源費・地帯間購入電源費・地帯間購入電源費

・・・・他社他社他社他社購入電源費購入電源費購入電源費購入電源費

・地帯間販売電源料・地帯間販売電源料・地帯間販売電源料・地帯間販売電源料

・他社販売電源料・他社販売電源料・他社販売電源料・他社販売電源料

○事業税○事業税○事業税○事業税

＜特別変動額の算定＜特別変動額の算定＜特別変動額の算定＜特別変動額の算定＞＞＞＞
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（※）現行供給約款における原価等

まず、「前提計画」（需給や効率化計画等）をチェックした上で、社会的経済的事情の変動による電源構成

の変動があった場合、算定規則に基づき、燃料費、バックエンド関係費用、購入・販売電力料、事業税の

変動額から算定される特別変動額を、低圧需要と特別高圧・高圧需要の費用に配分し、原価算定期間の

残存期間における低圧需要の変動原価（当初認可時の3年平均原価を上回る部分）と変動収入が一致す

るように小売規制料金を設定（レートメーク）する。

出典：「第25回総合資源エネルギー調査会電力・ガス事業分科会電気料金審査専門小委員会配布資料より抜粋」
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